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ﾛ』身赴任者の住宅ローン控除

:私は、今年、マイホームを取得しまし

たが、会社の都合で転勤になり、この住宅に

一度も住むことなく、家族を残して単身赴任

することになってしまいました。この場合、

住宅ローン控除は受けられないのでしょうか。

A:本人がやむを得ず家族を残して単身赴
任した場合には、住宅ローン控除を受けるこ

とができます。

【解説】

住宅ローン控除は、住宅の新築や取得をし

てから6か月以内に居住の用に供し、その年

の12月31日まで引き続いて住んでいるこ

とが要件とされています。

しかし、住宅を取得した者が、転勤・療養

等その他やむを得ない事情により、配偶者、

扶養親族、その他生計を一にする親族と日常

の起居を共にしていない場合においても、取

得の日から6か月以内にその家屋をこれらの

親族がその居住の用に供したときで、そのや

むを得ない事情が解消した後は、その者が共

にその家屋に居住すると認められるときは、

｢その者の居住の用に供した場合」に該当す

るものとして、住宅ローン控除を受けること

ができます。

したがって、ご質問の場合には、取得した

住宅にその取得の日から6か月以内に家族が

入居し、その後も引き続き住んでいるのであ

れば、その家屋の所有者が入居し、その後も

その家屋の所有者が引き続いて住んでいるも kiMiVo-1
のとして取り扱われ、住宅ローン控除の適用

が受けられます。
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